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（ 入 札 説 明 書 ） 

 

この入札説明書は、令和７年８月５日に公告した一般競争入札（以下「入札」という。）

に関する説明書である。 

この入札を次のとおり実施する。 

 

１ 契約担当者等 

社会福祉法人あけぼの福祉会 

 理事長 西 崎 公 一 

２ 入札に付する事項 

(1) 工事名称 あけぼの福祉会地域支援センター耐震等改修工事 

(2) 工事場所 岩内郡岩内町字宮園７番地１ 

(3) 工事期間 契約締結日の翌日から令和８年１月３１日まで 

(4) 工事概要 別途閲覧に供する仕様書及び図面等による。 

(5) 分別解体等の実施の義務付け 

この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104

号）第９条に基づき分別解体等の実施が義務付けられた工事であるため、契約に当たり

再資源化等に要する費用、解体工事に要する費用、分別解体等の方法、再資源化等をす

るための施設の名称及び所在地を契約書に記載する必要があることから、特記仕様書に

記載された特定建設資材廃棄物、搬出数量等を参考に再資源化等に要する費用及び解体

工事に要する費用を含めて見積もった上で、入札を行うこと。 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

ア 発注工事に対応する資格及び建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）における建設工事

の種類ごとに定める許可を有すること。 

イ 入札執行の日までの間に、北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領の規

定に基づく指名停止を受けていない者（指名停止を受けている場合においては、入札

参加資格審査申請書等の提出期間中にその停止の期間が経過している者を含む。）で

あること。 

ウ 道発注工事等入札参加除外措置要領の規定による道発注工事等から入札参加を除外

されていない者であること。 

エ 令和７・８年度北海道建設工事競争入札参加者名簿に記載されていること。 

オ 工事予定価格に対応する建築工事の格付け等級がＡランクで、北海道後志総合振興

局管内に営業所を有すること。 

カ  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生

法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者につい

ては、手続開始決定後の北海道競争入札参加資格の再審査結果を有していること。 

キ 過去 10 年間、道内の工事でおおむね同規模と認められる工事を元請として施工した

実績があること。 

なお、共同企業体として施工した実績は、当該共同企業体の構成員としての出資比

率が３０パーセント以上に限る。 

ク 建設業法第 26 条に規定する監理技術者又は国家資格を有する主任技術者若しくは

これと同等以上の資格を有し、入札参加資格審査申請書等の提出日以前に３か月以上
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の雇用関係にある者を工事に専任で配置できること。ただし、合併又は事業譲渡等が

あった場合は、この限りではない。 

ケ 現場代理人を工事現場に専任で配置できること。 

コ 本工事に係る設計業務等の受託者 株式会社ドーコンと資本関係又は人的関係がな

いこと。 

サ 入札に参加しようとする者の間に次の基準のいずれかに該当する関係がないこと

（当該基準に該当する者の全員が共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除

く。）。 

なお、コ及びサにおける資本関係及び人的関係とは、次に掲げるものをいう。 

また、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連絡

を取ることは、建設工事競争入札心得第４条第２項に該当しない。 

(ｱ) 資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）による改正前の商法（明治

32 年法律第 48 号。以下「旧商法」という。）第 211 条の２第１項及び第３項の規

定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項

に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４項に規定する再生手続が存続中の

会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 

ａ 親会社（旧商法第 211 条の２第１項及び第３項の規定による親会社をいう。以

下同じ。）と子会社の関係にある場合 

ｂ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

(ｲ) 人的関係 

次のいずれかに該当する二者場合。ただし、a については、会社の一方が更生会

社等である場合を除く。 

ａ 一方の会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外取締役及び

委員会設置会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第 12 号に規定

する委員会設置会社をいう。）の取締役を除く。）及び委員会設置会社における

執行役又は代表執行役（以下「取締役」という。）が、他方の会社の取締役を兼

ねている場合 

ｂ 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民事再生

法第 64 条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 

(ｳ) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

上記(ｱ)又は(ｲ)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

４ 入札の参加資格審査申請 

(1) 申請書等 

入札参加希望者は、制限付一般競争入札参加資格審査申請書に次の書類を添付して提

出しなければならない。 

ア 建設業許可通知の写し 

イ 類似工事施工実績を証明する書面（工事実績証明書又はこれに代わる書面（契約書

等の写し）並びに共同企業体協定書の写し） 

（類似工事：非木造、延床面積 800 ㎡程度以上、改修工事または耐震化工事等） 
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ウ 配置予定技術者名簿 

(ｱ)  申請時点で先に申請済みの他の入札（他官庁発注工事を含む。以下同じ。）が執

行されていない場合は、他の入札の配置予定技術者（現場代理人を含む。以下同じ。）

を申請することができる。ただし、既に申請した他の入札が契約に至った場合、既

に申請した他の配置予定技術者に代わる同等の資格及び経歴を有する配置予定技

術者を併せて申請するものとする。 

 (ｳ)  申請から入札までの間に、次に掲げる事態が発生し申請時の配置予定技術者を

配置することができない場合にあっては、当法人の承認を得て配置予定技術者の変

更をすることができるものとする。ただし、変更する配置予定技術者は、申請時の

配置予定技術者と同等の資格及び経験を有する配置予定技術者とする。 

ａ 配置予定技術者が死亡、長期療養、退社又は退職した場合 

ｂ 申請した入札の入札日までに、完了する予定の工事（以下「他の工事」という。）

の専任技術者等となっている者を配置予定技術者として申請していた場合にお

いて、他の工事が天災その他不可抗力又は発注者からの契約変更（設計変更によ

る工事の増に伴い、工期が延長された場合等。ただし、あらかじめ契約変更が予

定されていた場合を除く。）により、完成予定日が延期されたため、申請時の配

置予定技術者を配置予定技術者とすることができない場合 

エ 競争入札参加資格者の資格決定通知書（令和７・８年度）の写し（Ａ４判） 

オ 特定関係調書（当該調書提出後、入札書提出時までの間において、新たな資本関係

又は人的関係が生じた場合は、適宜提出すること。） 

※ 添付資料は、Ａ４判ファイルで綴り、会社名を表記してください。なお、地方自治

体等で使用している指名願いのＡ４判ファイルでも結構です。 

 

(2)  提出期間 

令和７年８月５日(火)から令和７年８月１２日(火)まで（日曜日、土曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く。）毎日午前９時から午後５時００分まで 

(3) 提出場所 

社会福祉法人あけぼの福祉会 

岩内郡岩内町字野束２１０番地 

電話 0135-62-9701 

(4) 提出方法 

持参することとし、送付又はファクシミリによるものは受け付けない。 

(5) その他 

ア 資料の作成に要する経費は、入札参加希望者の負担とする。 

イ 提出された資料は、返却しない。 

ウ 提出された資料は、無断で他に使用しない。 

エ 提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。 

(6) 留意事項（注 14） 

ア 配置予定技術者が、他の工事の監理技術者、主任技術者又は現場代理人で、かつ、

他の工事の契約期間（フレックス工期）と本工事の契約期間が重複する場合は、その

者を配置予定技術者とすることはできない。ただし、次に該当する場合の期間を除く。 
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 工事準備等の行為も含め工事現場が不稼働であることが明確である期間 

ａ 工事現場への立入調査や施工計画の立案等の工事準備に未着手である場合 

ｂ 工事を一時中止している場合その他これらに類する場合 

イ 申請書類の提出後、配置予定監理技術者の専任制について、違反となる事実が認め

られる場合は、入札参加資格は認めない。 

ウ 落札者決定後、配置予定監理技術者の専任制について、違反となる事実が認められ

る場合は、契約を締結しない。ただし、当法人がやむを得ない事情があると認め、配

置予定監理技術者の変更を承認した場合を除く。 

５ 入札参加資格の審査 

この入札は一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者が３に掲げる資格を有

するかどうかの審査を行い、その結果を令和７年８月１３日(水)までに書面により通知す

る。 

６ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 

(1)  入札参加資格がないと認められた者は、その理由について、令和７年８月１４日(木)

までに書面により説明を求めることができる。 

なお、書面は次の提出先に持参することとし、送付又はファクシミリによるものは受

け付けない。 

社会福祉法人あけぼの福祉会 

岩内郡岩内町字野束２１０番地  

電話 0135-62-9701 

 (2)  理由の説明は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して３日以内に書

面により回答する。 

７ 契約条項を示す場所 

社会福祉法人あけぼの福祉会 

岩内郡岩内町字野束２１０番地 

電話 0135-62-9701 

８ 入札執行の場所及び日時 

(1)  入札場所 

岩内郡岩内町字野束２１０番地 

岩内あけぼの学園 ２階 会議室 

 (2) 入札日時 

令和７年８月２０日 １１時００分 

９ 郵便等による入札 

(1) 郵便等による入札は認めない。 

(2) 電報、ＦＡＸ等による入札は認めない。 

10 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

免除する。 

 (2)  契約保証金 

  契約金額の１００分の１０以上を納付してください。ただし、以下のいずれかに

該当する場合は免除する。 

ア 過去５年間に類似工事の実績があり、契約を履行しないこととなるおそれがな
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いと認められるとき。 

イ 当法人を被保険者とする履行保証保険証券を提出したとき。 

ウ 完成保証人をたてたとき。 

11 入札書記載金額 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額

を入札書に記載すること。 

12 消費税等課税事業者等の申出 

落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者で

あるかを申し出ること。 

13 図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）の閲覧等 

(1) 入札参加希望者は、設計図書等を閲覧することができるほか、入札参加資格審査申請

の用に供する場合に限り、閲覧期間中、設計図書等を貸し出し複写することができる。

その費用については、自己負担とする。 

ア 閲覧期間 

令和７年８月５日(火)から令和７年８月１２日(火)まで（日曜日、土曜日及び休日

を除く。）毎日午前９時から午後５時００分まで 

イ 閲覧場所 

社会福祉法人あけぼの福祉会 

岩内郡岩内町字野束２１０番地 

電話 0135-62-9701 

 (2)  設計図書等に関する質問がある場合には、質疑応答書（様式無し）をＦＡＸにより

提出すること。 

   ・提出期限 令和７年８月１５日 午後３時まで 

   ・提出先  社会福祉法人あけぼの福祉会 ＦＡＸ０１３５－６２－４０１１ 

(3)  質疑応答書は、令和７年８月１９日までにＦＡＸで通知します。 

14 支払条件 

(1) 前金払 

   しない。 

(2) 中間前金払 

   しない。 

(3) 部分払 

   しない。 

15 契約書作成の要否 

必要とする。 

16 予定価格等 

(1)  最低制限価格 

    設定する。 

(2)  入札の執行回数は 2 回とする。再度入札でも落札にいたらなかった場合には、随意契

約によることがあります。 
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(3)  入札執行時に工事費内訳書（以下「内訳書」という。）の提出を求めることがあるの

で、内訳書をあらかじめ作成の上、持参すること。 

なお、内訳書の提出を求めた入札において、内訳書の提出がない場合又は内訳書に不

備等がある場合は、当該入札は無効になるので注意すること。 

17 その他 

(1) 開札の時において、３に規定する資格を有しない者のした入札、下記に掲げる入札及

びこの入札説明書に定める入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

(ア) 入札書の記載金額その他入札要件が確認できない入札 

(イ) 入札書の記載金額を加除訂正した入札 

(ウ) 入札書に記名押印がない入札 

(エ) 一の入札者又はその代理人が２以上の入札をしたときの入札 

(オ) 代理人が２人以上の者の代理をしてした入札 

(カ) 入札者が他の入札者の代理をしたときの双方の入札 

(キ) 無権代理人がした入札 

(ク) 入札に関し不正の行為があった者のした入札 

(ケ) 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

(コ) その他入札に関する条件に違反した入札 

(2) 入札に参加する者は、別紙の建設工事競争入札心得を承知すること。 

(3) この入札の執行は、公開する。 

(4) その他入札に関し不明な点は、社会福祉法人あけぼの福祉会に照会すること。 

   電話番号 0135-62-9701 

 


